


第１ 章　 序　 　 論

総合計画と は１
　 こ の総合計画は、 私たち が将来像と し て思い描く 松阪市を めざ し 、 その実現に向けてどのよ う に

取り 組んでいく かを まと めた基本と なる 計画であり 、 市の最上位計画です。 またこ の計画は、 過去

から 学び得た経験を 踏まえ、 急激な社会情勢の変化への対応や次世代へと つなぐ 持続可能な社会の

実現に向けた、 松阪市の進むべき 方向性を 示し た道し る べと なり ます。

　「 市民意識調査（ 3 ,0 0 0 人アン ケート ）」、「 松阪市の未来を 語る 会」、「 総合計画中間案に対する パ

ブ リ ッ ク コ メ ン ト 」では、 松阪市に対する 想いや多様化する 市民ニーズを お聞き し て、 こ れから の

市の方向性について市民と の共有を はかり まし た。 また「 松阪市総合計画審議会」においては、 各分

野の有識者に、専門的な知見から 検証いただいており ます。こ う し てたく さ んの人の思いを 結集し て、

こ の総合計画は創り 上げています。

　 松阪市は、 令和７ 年１ 月１ 日に市制2 0 周年を 迎えます。 先人たち が作り 上げた松阪市を 後世へ

と 継承し ていく ためにも 、 こ れまで以上に市民と 行政と が一体と なり 、 新し い総合計画の実現に向

けて取り 組んでまいり ます。

総合計画の構成２
　 総合計画は大き く 分ける と「 基本構想」「 基本計画」「 実施計画」の３ つに分かれています。 また、 こ

の総合計画には、 デジタ ル技術の活用によ り 人口減少対策等を 図る「 デジタ ル田園都市国家構想総

合戦略」に基づく 地方版総合戦略（ 以下、「 地方創生総合戦略」）を 組み込み、 一体的に取り 組んでい

く 構成と なっ ています。

基本構想（ 第２ 章）

　 総合計画の基本理念と 松阪市がめざ す将来像、

それを 実現する ための７ つの政策を 体系化し て示

し ています。

地方創生総合戦略（ 第４ 章）

　 将来の人口推計を 加味し 、 人口減少に歯止めを かける ための取組を 示し ています。

実施計画（ 別冊）

　 基本計画の施策にかかる具体的な事業を 、 別冊と し てまと めています。 計画期間は４ 年間ですが、

財政状況や社会情勢などを 見ながら 毎年度改定を 行います。

基本計画（ 第３ 章）

　 基本構想で示し た７ つの政策を 実現する ための

3 3 の施策について、 1 0 年後のめざす姿や現状の

分析と 課題、 主な取組、 数値目標、 市民の立場から こ の施策についてでき る こ と を 具体的に示し て

います。 期間は市長の任期に合わせた４ 年間と なっ ています。

基本構想

基本計画

実施計画

人口ビジョ ン

地方創生
総合戦略
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基本構想の期間３
　 こ の総合計画の基本構想の期間は、 2 0 2 4（ R6 ）年度から 2 0 3 3（ R1 5 ）年度までの1 0 年間ですが、

基本計画を 策定する たびに見直し を 行います。

総合計画の進捗管理５
　 総合計画には、 誰も がその政策・ 施策の進捗がわかる よ う に、 それぞれの施策に対し ていく つか

の数値目標を 定めています。

　 施策及び各事業の進捗管理については、 こ の数値目標を 用いて行います。 予算化さ れた事業を 実

施（ Plan･D o ）し 、 各部局長の実行宣言や施策評価システムを 用いた内部評価や、 市民意識調査・ 有

識者によ る外部評価（ Check）を 行い、 その結果を 検証する こ と で事業計画の方向性や内容の見直し

（ Actio n）を 行いま す。 こ のよ う に PD CA サイ ク ルを 繰り 返すこ と で、 現状を 正確に把握し 、 行政

運営の軌道修正を 行いながら 、 総合計画に掲げる 将来像によ り 合理的に、 スピ ード 感を 持っ て実現

し ていく こ と を めざし ています。

総合計画と 地方創生総合戦略と の関係４
　 総合計画は、市の最上位計画であり 、今後1 0 年間の方向性を 基本構想と し て掲げる も のです。一方、

地方創生総合戦略は、 2 0 1 4（ H2 6 ）年1 1 月に制定さ れた「 ま ち・ ひと ・ し ご と 創生法」に基づき 、

東京圏への一極集中の是正と 人口減少対策と し て、「 まち」「 ひと 」「 し ごと 」に着目し 、 策定さ れた計

画です。 松阪市においては、 2 0 1 6（ H2 8 ）年３ 月に、「 松阪市ま ち・ ひと ・ し ごと 創生総合戦略（ 松

阪イ ズム）」を 策定、 2 0 2 0（ R2 ）年に改訂を 行っ ており 、 今回は国の計画が「 デジタ ル田園都市国家

構想総合戦略」と なっ て初めての改訂と なり ます。 こ の総合戦略においては、 人口の現状と 将来展

望を 示す「 人口ビ ジョ ン」を 前提に、 本市が抱える 課題への対応と 持続可能なまち づく り を 実現する

ための目標や、 めざす方向、 具体的な施策を 示し ており 、 今回も 総合計画と 一体的に策定を 行っ て

います。

　 下記の表では、 総合計画の基本構想、 基本計画、 実施計画、 また地方創生総合戦略及び人口ビジョ ン

の期間についてまと めてあり ます。

令和６年 令和７年 令和８年 令和９年 令和１０年 令和１１年 令和１２年 令和１３年 令和１４年 令和１５年

２０２４年 ２０２５年 ２０２６年 ２０２７年 ２０２８年 ２０２９年 ２０３０年 ２０３１年 ２０３２年 ２０３３年

基本構想

基本計画

実施計画

総合戦略

（ 人口ビジョ ン）

1 0 年間

2 0 7 0 年まで

4 年間

1 年間

2 年間

3 年間

4 年間

4 年間

1 0 年間

2 0 7 0 年まで

4 年間

1 年間

2 年間

3 年間

4 年間

4 年間

― 3 ―



第１ 章　 序　 　 論

松阪市の現況と 現状６

　 松阪市は、 三重県のほぼ中央に位置し ており 、 総面積6 2 3 .5 8 ㎢で東西約5 0 k m 、 南北約3 7 km

と 東西に長く 延び、 県内で２ 番目に大き く 約1 0 .8 ％を 占めています。

　 北には雲出川を 隔てて津市、 南は明和町・ 多気町・ 大台町、 東は伊勢湾と 沿岸の伊勢平野、 西は

台高山脈と 高見山地を 境に奈良県と 接し ており 、 一級河川である 雲出川と櫛田川が北部と 南部に流

れています。

　 気候はおおむね東海型の気候区に属し 、 西部は寒暖の差がやや大き く 内陸的な特性を 持っ ていま

す。 降水量は平野部で1 ,5 0 0 m m 、 山間部では2 ,0 0 0 ～2 ,5 0 0 m m と かなり 多く 、 年間の平均気温

は1 5 ～1 7 ℃と おおむね温暖でおだやかな気候と なっ ています。

　 こ う し た広大な市域と バリ エーショ ン 豊かな地勢のため、 山海の幸に恵まれる と と も に、 地形や

生産面で条件の不利な地域においては、 集落機能や生産機能の低下が著し く 、 過疎地域の持続的発

展の支援に関する 特別措置法や山村振興法などの条件不利地域の指定を 受けており 、 平野部を 中心

と し て都市機能を 形成し ています。

■地理と 気候

■松阪市位置図
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　 松阪市内には、 国内最古級の土偶が出土し た県指定史跡の粥見井尻遺跡や西日本最大級の祭祀場

と し て利用さ れたと 考えら れる 国指定史跡の天白遺跡があり ます。 こ のこ と はこ の地域一帯が縄文

時代から 繁栄し ていたこ と を 示し ており 、 古来、 市域が豊かな土地であっ たこ と を う かがい知る こ

と ができ ます。

　 ま た、 伊勢平野最大の前方後円墳である 宝塚１ 号墳から 出土し た船形埴輪等 2 7 8 点が、 2 0 2 4

（ R6 ）年に自治体所有の埴輪と し ては全国初と なる 国宝に指定さ れま し た。 他に例のない船上に威

儀具を 立て並べた船形埴輪や、 当時の最新技術を 取り 入れた古墳づく り などから 、 市域には５ 世紀

当時に伊勢平野の広い範囲に影響を 及ぼし ていた「 王」が存在し ていたと 推測さ れます。

　 奈良・ 平安時代には、 都と 伊勢を 結ぶ道が整備さ れ、 鎌倉時代以降も 伊勢街道や伊勢本街道は、

伊勢と 各要所を 結ぶ街道と し て重要な役割を 果たし、 多く の人々の往来によ り こ の地域の発展に大

き く 影響を 与えまし た。

　 1 5 8 8（ 天正1 6 ）年、蒲生氏郷は当時の四五百森（ よ いほのも り ）を 拓いて城を 築き 、こ の地を「 松坂」

と 名付けまし た。 海沿いを 通っ ていた伊勢街道を 新し い城下へ通し 、 商人や職人を 街道の周辺に集

めるなど城下町づく り に力を 注ぎ、 およそ 4 4 0 年経た現在も 残るまち なみの原型を つく り まし た。

　 江戸時代には、 紀州や大和地方と 松阪を 結ぶ和歌山街道と 、 伊勢神宮への参拝道と し て整備さ れ

た伊勢街道が合流する 交通の要衝と し て多く の人がこ の地域を 往来し 、 宿場町と し ても 栄えまし た。

当時の伊勢街道沿いにある 市場庄地区にのこ る 家並みや、 和歌山街道の宿場町と し て栄えた波瀬本

陣跡周辺などは、 当時の賑わいを し のばせています。

　 こ う し た主要な街道の交わる 松阪の地は、 江戸や京都から の多く の人や情報が集まり 、 自由闊達

な商人気質と 、 江戸期の比較的安定し た時代背景と があいまっ て商人のまち と し て繁栄し まし た。

豪商と 呼ばれた三井高利の合理的な思考と 類まれな商才、 本居宣長の国学に対する 真摯な姿勢、 北

海道の名づけ親である松浦武四郎の飽く なき 探求心などは、そう し た松阪のまちで育まれたも のです。

　 今日、 そのよ う な街道は現代の道と し て 形を 変えつつも 、 依然と し て主要道路の結節点と し て

1 6 万人ほどが生活する地域を 形成し てき まし た。 2 0 0 5（ H1 7 ）年に１ 市４ 町による 合併によ り 現在

の松阪市と なり 、 南三重の中心都市と し ての役割を 担っ ています。

■歴史と 文化
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　 松阪市の総人口は、2 0 0 5（ H1 7 ）年に1 6 8 ,9 7 3 人でピ ーク を 迎えて以降、減少傾向に転じ ています。

2 0 2 0（ R2 ）年1 0 月１ 日時点の人口は1 5 9 ,1 4 5 人で、 ピーク 時と 比較する と 、 9 ,8 2 8 人（ 5 .8 1 ％）減

少し ており 、 今後、 更に加速する こ と が予測さ れています。

　 国立社会保障・ 人口問題研究所（ 以下、 社人研と いう ）の推計によ る と 2 0 5 0（ R3 2 ）年には2 0 2 0

（ R2 ）年の総人口の約3 /4（ 7 4 .0 ％）になると 予想さ れています。

■人口動態

■総人口の推移と 将来人口推計
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　 年齢３ 区分人口と 構成比の推移を 見る と 、 2 0 2 0（ R2 ）年1 0 月１ 日時点の年少人口は 1 9 ,7 0 7 人

で全体の1 2 .4 ％、生産年齢人口は9 1 ,3 6 4 人で全体の5 7 .4 ％であり 、共に、減少傾向にあり ます。一方、

老年人口は4 8 ,0 7 4 人で全体の3 0 .2 ％であり 、 1 9 9 5（ H7 ）年に年少人口の割合と 逆転し てから は、

増加の一途を たど っ ています。 今後も こ の傾向が続く こ と が予測さ れ、 2 0 5 0（ R3 2 ）年の年齢３ 区

分人口構成比は、年少人口1 0 .1 ％、生産年齢人口4 8 .8 ％、老年人口4 1 .2 ％と なる推計が出ています。

■年齢３ 区分人口と 構成比の推移
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　 出生と 死亡によ る 自然増減は2 0 0 3（ H1 5 ）年ま で は出生数が死亡数を 上回る 自然増で し た が、

2 0 0 4（ H1 6 ）年以降は死亡数が出生数を 上回る 自然減の傾向が強まっ ています。 一人の女性が生涯

に産むこ ども の数の平均値である合計特殊出生率は2 0 2 2（ R4 ）年で 1 .3 1 人と 、 2 0 0 5（ H1 7 ）年と 同

じ 最低水準と なっ ています。 こ の数値は全国平均の1 .2 6 人を 上回っ ている も のの、 三重県平均の

1 .4 0 人を 下回り 、 人口増減の境目と なる 人口置換水準の 2 .0 7 人には届いておら ず、 こ の状況が長

年続いています。

■自然増減（ 出生数・ 死亡数）の推移
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　 転入・ 転出に よ る 社会増減に つい て、 過去に お い て は転入が転出を 上回る 社会増で し た が、

2 0 0 8（ H2 0 ）年頃から 逆転し 、 おおむね社会減と し て推移し ています。 2 0 2 2（ R4 ）年には3 9 7 人の

社会減が発生し ており ます。 松阪市においては特に愛知県に対し て転出者数が転入者数よ り も 多い

転出超過が著し く 、 進学や就職にと も なう 転出が多く 発生し ている と 考えら れます。

■社会増減（ 転入・ 転出）の推移
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　 松阪市の人口は1 9 7 0（ S4 5 ）年以降増加し ていまし たが、その一方で合計特殊出生率は下降を 続け、

2 0 0 4（ H1 6 ）年以降、死亡数が出生数を 上回る 自然減の年が多く なり まし た。また1 9 9 0（ H2 ）年以降、

松阪市への転入超過が続いて いま し たが、 2 0 0 4（ H1 6 ）年を ピ ーク に転入超過数は縮小、 さ ら に

2 0 0 8（ H2 0 ）年以降は、 ほと んど の年が転出超過と なっ ています。 こ のよ う に自然減と 社会減が続

いた結果、 2 0 0 5（ H1 7 ）年の1 6 8 ,9 7 3 人を ピ ーク と し て松阪市の人口は減少に転じ まし た。 こ の傾

向は今後も 続く と 予測さ れます。

　 合計特殊出生率につい て は2 0 0 5（ H1 7 ）年の1 .3 1 人から 少し 上昇し 、 2 0 1 2（ H2 4 ）年、 2 0 1 5

（ H2 7 ）年に 1 .5 5 人と も っ と も 高く な り ま し た が、 近年は下降傾向にあり 、 2 0 2 2（ R4 ）年は再び

1 .3 1 人と 最低水準と なる など 、 人口置換水準に届かない状況は継続し ており 、 相対的に高齢化率

が上昇し ています。

■人口動態のまと め

2 005 年1 月に新市誕生

（ １ 市４ 町合併）

― 10 ―



第１ 章    序　   論

■産　 　 業

　 松阪市の就業者は 2 0 2 0（ R2 ）年時点で 7 7 ,4 3 0 人と なっ ています。 産業別就業者の構成比につい

て 2 0 1 5（ H2 7 ）年と 2 0 2 0（ R2 ）年で比較する と 、 第１ 次産業は4 .1 ％から 3 .5 ％に、 第２ 次産業は

3 0 .2 ％から 2 9 .8 ％に 減少する 一方、 第３ 次産業は6 5 .7 ％から 6 6 .7 ％に 増加し て お り 、 2 0 2 0

（ R2 ）年時点では三重県平均より 1 .8 ポイ ン ト 高く なっ ています。

　 総生産額は約 5 ,7 8 1 億円で、 近年、 増加傾向にあり ます。 産業別生産額の構成比で比べると 近年

ほぼ変わら ず、 三重県平均と 比べる と 、 第２ 次産業は1 5 .3 ポイ ン ト 低く 、 第３ 次産業は1 5 .2 ポイ

ン ト 高く なっ ています。

■産業別就業者と 生産額

資料： 令和2 年度三重県の市町民経済計算より 作成
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　 市町内総生産額は、 平成2 8 年以降、 県内で第４ 位を 維持し ており 、 三重県の総生産額の７ ％程

度を 占めていますが、 対前年度増加率は0 .9 ％減と なっ ています。

　 １ 人当たり の市町民所得は県内で第1 3 位であり 、 僅かに上昇し たも のの、 三重県平均よ り 低い

額で推移し ています。

■市町内総生産額と １ 人当たり 市町民所得

市町内総生産額上位1 0 市町（ 過去5 年間）

2 0 1 5（ H2 7 ） 2 0 1 6（ H2 8 ） 2 0 1 7（ H2 9 ） 2 0 1 8（ H3 0 ） 2 0 1 9（ R1 ）

1 四日市市 1 ,9 03 ,32 2 1 四日市市 1 ,9 18 ,4 18 1 四日市市 2 ,1 8 2 ,2 75 1 四日市市 2 ,1 8 2 ,9 80 1 四日市市 1 ,8 5 6 ,8 47

2 津　 市 1 ,2 34 ,72 9 2 津　 市 1 ,2 44 ,8 65 2 津　 市 1 ,3 0 6 ,2 09 2 津　 市 1 ,3 3 5 ,4 10 2 津　 市 1 ,3 1 1 ,9 23

3 鈴鹿市 8 83 ,22 3 3 鈴鹿市 9 24 ,30 7 3 鈴鹿市 7 98 ,75 5 3 鈴鹿市 8 19 ,4 91 3 鈴鹿市 8 2 5 ,2 87

4 桑名市 5 43 ,48 1 4 松阪市 5 39 ,57 0 4 松阪市 5 78 ,42 3 4 松阪市 5 93 ,7 54 4 松阪市 5 8 3 ,3 78

5 松阪市 5 38 ,62 0 5 桑名市 5 19 ,96 3 5 桑名市 5 52 ,34 9 5 伊賀市 5 29 ,3 66 5 伊賀市 5 1 3 ,2 09

6 伊賀市 4 78 ,44 8 6 伊賀市 4 94 ,66 5 6 伊賀市 5 20 ,67 7 6 桑名市 5 18 ,8 48 6 桑名市 5 0 2 ,8 37

7 伊勢市 4 58 ,97 8 7 伊勢市 4 39 ,02 5 7 伊勢市 4 54 ,53 4 7 いなべ市 4 96 ,5 65 7 いなべ市 4 6 1 ,9 39

8 いなべ市 3 95 ,77 1 8 いなべ市 4 17 ,83 0 8 いなべ市 4 52 ,10 7 8 伊勢市 4 53 ,5 69 8 伊勢市 4 5 2 ,5 98

9 名張市 2 51 ,92 5 9 亀山市 3 00 ,42 4 9 亀山市 2 94 ,82 8 9 亀山市 2 75 ,8 58 9 亀山市 2 7 4 ,5 67

1 0 亀山市 2 31 ,82 9 1 0 名張市 2 54 ,33 0 1 0 名張市 2 67 ,65 4 1 0 名張市 2 67 ,3 82 1 0 名張市 2 4 9 ,3 44

資料： 令和2 年度三重県の市町民経済計算より 作成
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1 人当たり 市町民所得上位1 0 市町（ 過去5 年間）

資料： 令和2 年度三重県の市町民経済計算より 作成

※「 １ 人当たり 市町民所得」＝（ 雇用者報酬＋財産所得＋企業所得）÷対象地の人口

　 で算出さ れるも のであり 、 個人の所得水準や賃金水準を表すも のではない。

2 0 1 5（ H2 7 ） 2 0 1 6（ H2 8 ） 2 0 1 7（ H2 9 ） 2 0 1 8（ H3 0 ） 2 0 1 9（ R1 ）

1 川越町 3 ,7 2 9 1 川越町 3 ,7 7 4 1 川越町 3 ,9 0 7 1 いなべ市 4 ,0 0 7 1 川越町 3 ,5 1 0

2 四日市市 3 ,3 4 9 2 いなべ市 3 ,6 4 9 2 いなべ市 3 ,8 3 3 2 川越町 3 ,8 3 4 2 四日市市 3 ,3 6 8

3 いなべ市 3 ,3 0 5 3 四日市市 3 ,4 0 8 3 四日市市 3 ,7 1 5 3 四日市市 3 ,7 5 5 3 桑名市 3 ,2 0 6

4 桑名市 3 ,1 6 9 4 朝日町 3 ,2 4 4 4 朝日町 3 ,4 4 4 4 朝日町 3 ,4 7 3 4 津　 市 3 ,1 7 2

5 津　 市 3 ,1 0 7 5 桑名市 3 ,2 0 4 5 桑名市 3 ,3 5 8 5 桑名市 3 ,3 4 1 5 いなべ市 3 ,1 7 2

6 朝日町 3 ,0 7 3 6 津　 市 3 ,1 7 4 6 津　 市 3 ,3 1 8 6 津　 市 3 ,3 1 6 6 朝日町 3 ,1 6 3

7 菰野町 2 ,9 8 9 7 亀山市 3 ,1 2 3 7 亀山市 3 ,2 6 9 7 伊賀市 3 ,2 9 3 7 菰野町 3 ,0 3 4

8 木曽岬町 2 ,9 7 5 8 菰野町 3 ,1 1 0 8 伊賀市 3 ,2 5 4 8 菰野町 3 ,2 5 5 8 鈴鹿市 3 ,0 2 7

9 鈴鹿市 2 ,9 6 5 9 鈴鹿市 3 ,1 0 2 9 菰野町 3 ,2 2 2 9 亀山市 3 ,2 3 1 9 伊賀市 2 ,9 4 2

1 0 伊賀市 2 ,9 4 8 1 0 伊賀市 3 ,0 9 6 1 0 鈴鹿市 3 ,1 8 1 1 0 鈴鹿市 3 ,2 1 4 1 0 亀山市 2 ,9 0 7

1 5 松阪市 2 ,6 8 6 1 6 松阪市 2 ,7 3 4 1 5 松阪市 2 ,9 5 1 1 5 松阪市 2 ,9 5 1 1 3 松阪市 2 ,8 2 6
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財政見通し７
　 歳入面では人口減少に伴う 生産年齢人口の減少等によ り 税収減が予想さ れ、 今後、 税収等から の

歳入の増加は難し い状況にあり ます。

　 国から の普通交付税は、2 0 0 5（ H1 7 ）年の合併以来行われてき た優遇措置が2 0 1 9（ R1 ）年に終了し 、

大き な財源と し て 活用し て き た合併特例事業債も 、 2 0 2 4（ R6 ）年に発行期限を 迎えま し た。 ま た

2 0 2 0（ R2 ）年に発生し た新型コ ロ ナウイ ルス感染症の影響によ り 、 地方創生臨時交付金や財政調整

基金を 活用し 様々な施策を 実施し まし た。 こ のよ う な急激な社会情勢の変化に備え、 安定し た財源

の確保が求めら れます。

　 歳出面においては、 高齢化によ る 扶助費等の義務的経費の増加や学校施設・ 福祉施設などハード

面の老朽化への対応、 物価上昇によ る 経常経費の増大など、 今後、 財政負担は更に厳し く なる こ と

が予想さ れます。

　 こ のよ う な状況を 見据え、「 松阪市行財政改革推進方針2 0 2 1 」に掲げる「 前例にと ら われない事

務･事業の見直し 」「 デジタ ル化、 公民連携の実現」「 イ ノ ベーショ ン を 創出する 組織風土改革」の３ つ

の重点項目に基づき、 急激な社会情勢の変化にも 的確に反映し ながら 行財政改革を 進めていく 必要

があり ます。

（ 単位： 百万円）
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市民意識調査結果８
　 総合計画の策定にあたり 、 まちづく り に対する意見やニーズを調査し 、 把握するために市民3 ,0 0 0

人を対象と し たアンケート を実施し まし た。

　（ 調 査 対 象）　 松阪市に在住する 1 5 歳以上の方、 3 ,0 0 0 人

　（ 調 査 期 間）　 2 0 2 3（ R5 ）年1 1 月７ 日～ 2 0 2 3（ R5 ）年1 1 月2 4 日

　（ 有効回収数）　 1 ,3 2 7 人（ 回収率4 4 .2 ％）

　「 幸せだと 感じ る（ と ても 幸せ＋どち ら かと いう と 幸せ）」人の割合が 7 9 .9 ％、「 幸せでないと 感じ

る（ 幸せでない＋ど ち ら かと いう と 幸せでない）」人の割合が 8 .9 ％でし た。 前回調査（ 2 0 1 9（ H3 1 ・

R1 ）年度）では、「 幸せだと 感じ る 」人の割合が 7 7 .4 ％、「 幸せでないと 感じ る 」人の割合が9 .3 ％で、

わずかですが「 幸せだと 感じ る 」人の割合が増加し ています。

■市民の幸せ実感度
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　「 住みやすい（ 住みやすい＋ど ち ら かと いう と 住みやすい）」の割合が8 0 .8 ％、「 住みにく い（ 住み

にく い＋ど ち ら かと いう と 住みにく い）」の割合が5 .7 ％でし た。 前回調査（ 2 0 1 9（ H3 1 ・ R1 ）年度）

では、「 住みやすい」の割合が7 6 .7 ％、「 住みにく い」の割合が6 .9 ％で、「 住みやすい」の割合が増加

し ています。

■松阪市の住みやすさ

　「 満足（ 満足＋やや満足）」の割合が1 8 .2 ％、「 ふつう 」の割合が5 3 .4 ％、「 不満（ 不満＋やや不満）」

の割合が1 5 .8 ％でし た。 前回調査（ 2 0 1 9（ H3 1 ･R1 ）年度）では、「 満足（ 満足＋やや満足）」の割合が

1 6 .9 ％、「 ふつう 」の割合が6 0 .5 ％、「 不満（ 不満＋やや不満）」の割合が1 7 .4 ％で、わずかですが「 満足」

の割合が増加し ています。

■松阪市政の満足度
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　 3 9 項目の施策について、「 満足度」と「 重要度」の観点から ど のよ う に感じ て いる かを お聞き し 、

市民が優先し て求めている「 最重要項目」を 分析し まし た。「 最重要項目」と は、満足度が平均よ り 低く 、

「 重要度」が平均より 高い施策です。

　 以下のＡ ◎に属する も のが、「 最重要項目」になり ます。

■施策の最重要項目

分 類

Ａ   満足度が低く 、 重要度が高い ⇒ 最重点項目（ 優先すべき 施策）

Ｂ   満足度が高く 、 重要度が高い ⇒ こ れまで通り 継続し て実施すべき施策

Ｃ   満足度が低く 、 重要度が低い ⇒ 施策内容等を見直し 、 検討を要する施策

Ｄ   満足度が高く 、 重要度が低い ⇒ こ れまで通り 継続し 、 将来に向けての検討が考えら れる施策

《 施策項目に対する考え方》
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まちづく り の今後の課題９
　 今後の持続可能なまちづく り に向けての課題には、 先に述べた市民意識調査から 導き 出さ れる 課

題、 市の1 0 年、 2 0 年先を 見据えた視点から の課題があり ます。

■市民意識調査から 導き 出さ れる課題

●安全・ 安心な生活

　 安全・ 安心に関する 施策が最重要項目と し て挙げら れています。 近年、 頻繁に発生する 大規模地

震の影響も あり 、 市民の防災に対する 意識は高まっ ていま す。 いつ起こ る か分から ないから こ そ、

被害を 最小限に抑える ための防災体制や基盤整備が求めら れます。

　 また道路の整備は、 交通事故のリ スク を 大幅に減ら すこ と にも つながり 、 地域における 交通事情

や課題に応じ て適切な対策を 講じ る 必要があり ます。

道路の整備交通安全対策 防災対策 浸水対策

●社会的弱者のサポート

　 高齢者や障がい者など社会的弱者に関する 施策が最重要項目と し て挙げら れています。 公共交通

の充実やバリ アフ リ ー社会の推進は、 誰も が快適で自立し た生活を 送るための基盤になり ます。 ま

た高齢者福祉・ 障がい者福祉の推進にあたっ ては、 社会参加の促進に向けての取組が求めら れます。

公共交通の充実 障がい者福祉の推進バリ アフ リ ー社会の推進 高齢者福祉の推進

●働く 場の確保

　 働く 場の確保に関する施策が最重要項目と し て挙げら れています。 市民が生活を 送る上で安定し

た収入の確保が必要であり 、 地域の魅力や資源を 生かし た産業振興や企業誘致など、 地域の特性や

ニーズに応じ て、 効果的で持続可能な雇用創出が求めら れます。

雇用・ 勤労者対策
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■市が現在抱えている課題

　 近年、 死亡数が出生数を 上回る 自然減と 、 転出者数が転入者数を 上回る 社会減によ る 人口減少が

問題と なっ ていま す。 特に 2 0 4 0（ R2 2 ）年には、 6 5 歳以上の割合が全人口の3 4 .8 ％を 占める こ と

が予測さ れ、高齢化率は全国のほぼ全ての地域において上昇を 続けています。松阪市も 例外ではなく 、

2 0 2 0（ R2 ）年時点で の割合は3 0 .3 ％であり 、「 超高齢社会」と 呼ばれる 2 1 ％には、 2 0 0 5（ H1 7 ）年

の時点で既に突入し ています。

　 高齢化率の上昇は、 医療・ 介護需要の増加につながり 、 こ れに対応する 施設やサービ スの拡充が

必要と なり ます。 一方で、 生産年齢人口が減少傾向にある こ と から、 労働力不足や社会保障制度の

負担が、 近い将来、 増大する こ と が予想さ れます。 また人口減少によ る 税収入の減少は、 市の財政

にも 影響を 与えます。

　 こ れら の問題は、松阪市だけでなく 日本全体が抱える 問題であり ますが、課題の解決にあたっ ては、

こ れから 1 0 年、 2 0 年先を 見据えた長期的な視点が必要であり 、 デジタ ル技術も 活用し ながら 、 持

続可能な社会の実現に向けた横断的な取組が必要と なり ます。

人口減少と 超高齢化
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